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効率的・効果的な
行財政運営の必要性



行政刷新会議

• 平成２１年９月１８日 閣議決定

• 国民的な観点から、国の予算、制度その他
国の行政全般の在り方を刷新するとともに、
国、地方公共団体及び民間の役割の在り方
の見直しを行うため、内閣府に行政刷新会議
（以下「会議」という。）を設置する。



経緯：ＷＧによる事業仕分けの実施

• （第１弾） （一般事業）2009年11月
• ＜11月１１日（水）～１７日（火）＞
• ＜11月２４日（火）～２７日（金）＞
• 平成21年１１月30日（第４回会議）行政刷新会議への仕分け結果の報告・了承
• （１２月下旬から平成２２年度予算案への反映）

• （第２弾） （独立行政法人、公益法人）2010年4・5
月

• ＜4月２３日（金）～２８日（水）＞
• ＜５月２０日（木）～２５日（火）＞

• 平成22年6月15日（第10回会議）行政刷新会議への仕分け結果の報告・了
承



経緯：ＷＧによる事業仕分けの実施

• （第３弾） （特別会計と再仕分け）2010年10月
11月

• ＜10月27日（水）から30日（土）の４日間（前半）、
• ＜11月15日（月）から18日（木）の４日間（後半）＞
• 平成21年１１月9日、26日に行政刷新会議へ仕分け結果の報告・了承
• （12月から平成２３年度予算案への反映）

• （第４弾） （提言型政策仕分け）2012年11月
• ＜11月20日から23日の４日間（前半）、



事業仕分けを含む今回の歳出見直しの考え方

• １．既存予算も「そもそも必要か」

• ２．予算執行の実態を踏まえる

• ３．予算編成の透明性を徹底

• ４．全府省政務三役の一致協力―政治主導の実現

• ５． しがらみを解き放ち、国民みんなの力を結集



事業仕分け会場



事業仕分けの進め方

• １．事業説明５～７分

• ２．査定担当より考え
方の表明３～５分

• ３．とりまとめ役から当
該事業の主な論点を発
表２分程度

• ４．質疑・議論４０分程
度（※）

• ５．各評価者が「評価
シート」へ記入３分程度

• ６．とりまとめ役がWG と
して評決結果を発表２
分程度

• ○事業仕分けの結論は
各事業終了後、速やか
に会場に貼り出す。



評価方法

• STEP1： 必要・不必要？
• STEP2: 国がするべき？(国に実行責任：民間
委託も含む）

• STEP3：地方がするべき？(地方に実行責任：
民間委託も含む）

• STEP４：民間がするべき？(民間の判断で廃
止もある。）



事業仕分けの準備

• 事前に、非公開ヒアリング、意見交換(5日間）
• 事業の背景が、所管官庁と行政刷新会議事
務局から説明される。

• 追加の資料が必要であれば、その際に請求
できる。

• =>このように事前および事業仕分けの本番
において、一定の勉強、準備、議論の時間を
とる。もちろん、すべての経緯や内容を知るこ
とには限界。



評価のポイント

• 現状分析、本事業の位置づけ、過去の政策との
関連が明確か？

• 過去に同様の政策の検証を行っているか？
• 国・地方・民などの中で、今、国が行う必要性に
ついての説明が説得的であるか？

• ＝＞仕分け人がその事業について詳しくない場
合、重視した視点は、「一般国民が納得できるレ
ベルであるか？」(素人でもわかる説明ができなければ、
削減候補となる。もちろん、最終決定は政治判断。ここでの
決定は、官僚への説明責任の喚起）



その他：結果に関して

• ＝＞仕分け時には、結果としての削減総額は全
く意識していない

• ＝＞仕分け人の間での結果のすり合わせは全
くなし。結果は、仕分けが終わるまで不明。

• ただし、一般国民の視点から評価を行うため、一
般国民が納得できないものは効果が見えていな
いと判断し、保留か廃止となるため、結果は、厳
しいものになりがち。

• 実際、個別事業を集めても、埋蔵金の額は、赤
字を埋めるほどには到底及ばないことは明らか。



あぶりだされる実態・手法（１）

• 一般事業
• モデル事業による既得団体への補助金
• 常に継続するモデル事業推進（スクラップ後に名前を変えて
出てくるモデル事業）



あぶりだされる実態・手法（２）

• 独立行政法人
• 民間でもできる仕事を優先的に配分(随意契約）
• 省庁の縦割りの下で、事業の重複(独法間の連携は皆無）
• 独法の本来の趣旨（プリンシパル・エージェント関係（契約によるイ
ンセンティブコントロール：インプットコントロールからアウトプットコ
ントロールへ：自由裁量による柔軟な運営と、評価システムの構
築）が達成できているのか？

• 独立はしているが従属している限界法人
• 役割分担が不明確
• 監視が行きとどかないため、高給与が多数。(省庁OBの受
け皿）

• リスクを過大に見積もり、基金を造成



あぶりだされる実態・手法（３）

• 公益法人
• （財団法人）
• お金があれば＝＞
＝＞公務員数の削減であふれる人員の受け皿（省庁OB）の実態。
＝＞民間でもできる事業も優先的に委託(随意契約）
• お金がなければ＝＞補助金をまわせず・・・アイデア？
＝＞検査・資格試験を設定・義務化し、独占的に実施（指定法人）
（税金を使わないで、収入を安定確保）

＝＞公営ギャンブルから流れる仕組みの構築（宝くじ）

• （社団法人）
• 一部既得権者と省庁の長期的継続関係(省庁OB）：事業を分け会
う仕組みの実態



事業仕分けの意義

• 国民への意識喚起
• ＝＞税金の使われ方への意識を高める。
• ＝＞国民の事業への関心により、所管官庁・
独立行政法人・公益法人へのガバナンス機
能を高める。

• ＝＞所管官庁・独立行政法人・公益法人自
信の意識改革



意識改革の例



評価結果の位置づけ

• 結果がすべてではない。
• 削減や地方移管など、改革が必要となった事
業は、所管省庁の説明責任が達成されてい
ないため、その点での説明がより一層必要で
あるというメッセージ。

• ＝＞説明責任の確立、情報公開（明確な達
成成果の公開）の確立を促す。



参考：その後も自治体で活発に
6月 19（土）、20（日）◆高浜市（愛知県）
26（土）、27（日）所沢市（埼玉県）
7月 3（土）甲府市（山梨県）
3（土）、4（日）◆奈良市（奈良県）
10（土）鎌倉市（神奈川県）
17(土)、18(日) 藤沢市（神奈川県）
24（土）稲城市（東京都）
31(土)、1(日) 相模原市（神奈川県）
8月 1(日) 高松市（香川県）
7日（土）淡路市（兵庫県）
8(日) 柳井市（山口県）
21(土)、22(日) ◆草津市（滋賀県）
21(土)、22(日) 大阪市（大阪府）
28（土）、29（日）新潟市（新潟県）
28（土）、29（日）◆沼津市（静岡県）
29（日）◆門真市（大阪府）

9月 4（土）、5（日）枚方市（大阪府）
4（土）、5（日）静岡県
11（土）、12（日）鹿沼市（栃木県）
18（土）、19（日）、20（祝）広島県
25（土）土浦市（茨城県）
26（日）◆四街道市（千葉県）
10月 2（土）、3（日）出雲市（島根県）
16（土）、17（日）◆佐久市（長野県）
23（土）、24（日）◆横須賀市（神奈川県）
10月中桐生市（群馬県）
11月 21（日）◆小諸市（長野県）
27（土）、28（日）◆龍ヶ崎市（茨城県）



＜参考＞
22年度予算と

仕分け結果の反映






